
◆コミュニティ・スクール指定の小中学校1,805校のうち、
学校支援地域本部事業にも取り組んでいる学校は４割。 ※平成26年度

《両者の連携により期待される主な効果》
【学校運営協議会からの観点】（例）
・学校支援活動を通じ、日々の教育活動や子供への理解を深めるとともに、課題解決の実践に
つなげることができる。

【学校支援地域本部からの観点】（例）
・組織的・継続的な体制を確立した上で、学校の目標や課題を共有し、学校支援活動を行うこ
とができる。

コミュニティ・スクールと学校支援地域本部の協働について

＜奈良市立富雄北小学校の例＞
○平成２０年度に「富雄中学校区地域教育協議会」
（奈良市は全22中学校区に本部を設置）
・１中・２小・２幼のコーディネーターの相互連携、ボランティアの積極的支援により、地域ぐるみの
子育て・教育活動を展開
・「花いっぱい通学路クリーンアップ作戦」など、園児・児童・生徒・教職員・ボランティアが一体と
なった活動

○学校支援地域本部の取組を基盤とし、平成２３年度にコミュニティ・スクールの指定
・地域住民や保護者が学校運営に参画し、子供にとって必要な支援は何かを議論。
⇒小学校区内の安心・安全への理解を深めることを重視
・「地域安全マップづくり」など、地域連携の意識の醸成

東山田中学校
コミュニティ・カレンダー

富雄中学校区地域教育協議会
「花いっぱい通学路クリーンアップ作戦」

＜横浜市立東山田中学校の例＞
○平成１７年度の開校と同時にコミュニティ・スクールの指定
・学校予算の執行計画の承認など、地域住民や保護者が学校運営に参画
・小中学校・町内会等のスケジュールをまとめた「コミュニティカレンダー」の作成や、地域住民や
保護者によるキャリア教育支援を通じて、学校支援の機運が醸成

○平成２１年度に東山田中学校学校支援本部（通称「やまたろう本部」）を設置
・上述に加え、学校支援ボランティアのコーディネート、英検・漢検の運営、「やまたろうファンド」
の設立などを実施

奈良市地域教育推進事業概念図

例① 学校支援地域本部 ⇒ ＋ コミュニティ・スクール

例② コミュニティ・スクール ⇒ ＋ 学校支援地域本部

※ 学校支援地域本部＋コミュニティ・スクールによって
・ 学校・地域・家庭が対等な立場で発言する場を確保し、地域に根ざした児童の育成方針を共有することに
より、そのためにどのような支援が必要かを地域住民や保護者の方自ら検討し、実施できる。

＜学校支援地域本部とコミュニティ・スクールの発展的展開の事例＞
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★朝先生・・・平成19年度から続く、授業開始前の朝の時間
に地域住民が全クラスの朝学習に参画し、計算
チャレンジや百人一首を指導

★すぎっ子くらぶ・・・平成16年度から続く、放課後子供教
室。学校の施設を利用し、毎日17時まで実施、
約200名の子供の居場所となり、日本の昔遊び、
路地裏遊び等を実施。スタッフは子育て経験の
豊かな地域の住民

★オープンキャンパス・・・幼保小（※）のスムーズな接続
を目指した、小学１年生の担任によ
る国語や算数の授業等を実施

○「地域」を「杉一小の子供たちのために活動している人
たち」「杉一小の教育活動に興味・関心をもっている人た
ち」と捉え、「地域」におけるネットワークをより充実さ
せることで、学校をサポートする「地域」を育成すること
ができた

○近隣の学校支援本部と人材・施設等を含めた多角的な視
点から連携し、「地域と共に歩む学校づくり」を目標に掲
げる学校を支援しながら、子供のための取組を今後も実践
していく

「ふるさと杉一」を意識し、学校・地域・保護者が一体となった学校支援 （杉並区立第一小学校）

〈杉一プラン 組織図〉

取組の成果

※･･･幼稚園、子ども園、保育園から小学校への接続を意味する

【オープンキャンパスの風景】

取組内容（例）

杉並第一小学校 【地域運営学校】

学校運営協議会

幼少連携

学校支援本部【杉一プラン】

・朝先生
・講師派遣
・漢字検定
・中学生になって
こまらない英語教室

等

放課後の
居場所活動

自然と歴史
校外学習

親子学習

サマー
スクール

PTAの在り方
検討会

学習支援

・自然体験
・ものづくり体験

・オープンキャンパス
等

・親のための講座
・親子教室

等

・宿泊山村体験
・化石掘りと史跡見学

等

○杉並第一小学校を支援するために設置された、地域の人た
ちの学校応援団

○地域から信頼される「力のある学校」づくりの支援

○「わが街阿佐谷、ふるさと杉一」を意識し、学校・地域・
保護者が一体となって多様な学校支援活動や放課後支援活動
を行う仕組みを構築

○杉一プラン独自の発想と協力体制による教育活動のさらな
る充実

目的

【朝先生と百人一首】

コミュニティ・スクールと学校支援地域本部の協働の取組事例①

多様な関係者がつながる学校施設の複合化・多機能化

地域につくられた学校応援団「やまたろう本部」～社会総がかりで教育にかかわるために～

（神奈川県【横浜市立東山田中学校】)

「やまたろう本部」の設立

○ 平成１７年度の開校と同時にコミュティ・スクールの指定
・ 学校予算の執行計画の承認など、地域住民や保護者が学
校運営に参画
・ 小中学校・町内会等のスケジュールをまとめた「コミュ
ニティカレンダー」の作成や、地域住民や保護者によるキャ
リア教育支援を通じて、学校支援の機運が醸成

○ 平成２１年度に東山田中学校学校支援本部（通称「やまた
ろう本部」）を設置

活動紹介
◯「学校へ行こう！学校支援ボランティア養成講座」
・講座を受けてから、ボランティアは活動を行う。
・講座内容：①学校支援とは

②ボランティアマインド
③子供の理解
④学校理解
⑤人権・個人情報について など

・主な活動：社会科見学付添い、プール監視、中３模試面接、
小学校授業補助、宿泊体験補助、図書貸出 など

◯英検・漢検の実施
◯岩手県山田町の子供と学校のためのプロジェクト

10年後の社会人

やまたろう本部のキャリア教育支援

2年生 職場体験
100ヶ所の事業所へ

3年生 模擬面接
地域の面接官30人

1年生 プロに学ぶ
30人の若いプロ

継続性を高めるために

・ハンドブック等の作成
人が変わっても、活動が変容しない

・学校ファンドの設立
学校が行う教育活動の充実に生かす
ことを目的に設立

コミュニティ・スクールと学校支援地域本部の協働の取組事例②
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学校運営

協議会

ボランティアの

委員会

ボランティアの

委員会

ボランティアの

委員会

ボランティアに支援して欲しい
事柄・方針等を協議

“実行する組織”

コーディネー
ターが委員に
入っている。

CS→地域本部（湖南市立Ａ小学校）

・「地域教育協議会」※が存在せず、その役割を「学校運営協議会」が兼ねている。
・学校運営協議会の機能が大きく、学校主導で学校支援活動が進められている。
・コーディネーターが学校運営協議会のメンバーとなって、CSとボランティアの委員会を繋い
でいる。
・コーディネーターが職員会議にも参加。

特色

※地域教育協議会とは、各学校支援地域本部に設置され、本事業実施校区内における学校支援ボランティア事業の企画立案、
事業評価、広報活動、人材バンクの作成等を行うもの。

出典：熊谷愼之輔・志々田まなみ・佐々木保孝・天野かおり「学校支援地域本部事業と連携したコミュニティ・スクールの事例分析～
『地域とともにある学校』づくりによる教育力の向上をめざして～」『日本生涯教育学会年報』第34号、2013年、pp.203-219 より

CS→地域本部（小平市立Ｂ小学校・Ｃ小学校）

・「地域教育協議会」が存在せず、その役割を「学校運営協議会」が兼ねている。
・「パイプ役」を個人ではなくチーム（コーディネーター部会）で行い、地域コーディネータ
ー個人のマンパワーに依存しないよう、組織上工夫。
・以前から学校に対する地域住民のボランタリーな精神の土壌が培われていた。

【参考】コーディネーター部会のメンバー構成

学校支援コーディネーター世話人（2名）、教職員（3名）地域コーディネーター（5名）、

保護者コーディネーター（17名（各クラス1名））

特色

出典：熊谷愼之輔・志々田まなみ・佐々木保孝・天野かおり「学校支援地域本部事業と連携したコミュニティ・スクールの事例分析～
『地域とともにある学校』づくりによる教育力の向上をめざして～」『日本生涯教育学会年報』第34号、2013年、pp.203-219 より
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地域本部→CS（杉並区立Ｄ小学校）

・学校を地元に残したい、魅力ある学校が地元にあってほしいと願う住民の意識が強く、まちづ
くり、地域活性といった視点から学校支援活動が取り組まれている。
・学校運営協議会は学校評価や人事を検討したり、教育課程の承認を行う場として位置づけられ
る。
・地域教育協議会は、教員・保護者・地域住民の「協働」･「熟議」の場。
・地域コーディネーターが核となり、地域ボランティアの成長、学びを支援。

特色

出典：熊谷愼之輔・志々田まなみ・佐々木保孝・天野かおり「学校支援地域本部事業と連携したコミュニティ・スクールの事例分析～
『地域とともにある学校』づくりによる教育力の向上をめざして～」『日本生涯教育学会年報』第34号、2013年、pp.203-219 より

地域本部→CS（熊本県産山村立Ｅ小中学校）

・学校を地元に残したい、魅力ある学校が地元にあってほしいと願う住民の意識が強く、まちづ
くり、地域活性といった視点から学校支援活動が取り組まれている。
・学校運営協議会は学校評価や人事を検討したり、教育課程の承認を行う場として位置づけられ
る。
・地域教育協議会の部会と、教員の校内分掌の部会が連動する仕組み。地域教育協議会は地域住
民と教員とが共に学び合う場。
・地域コーディネーターが核となり、地域ボランティアの成長、学びを支援。

特色

出典：熊谷愼之輔・志々田まなみ・佐々木保孝・天野かおり「学校支援地域本部事業と連携したコミュニティ・スクールの事例分析～
『地域とともにある学校』づくりによる教育力の向上をめざして～」『日本生涯教育学会年報』第34号、2013年、pp.203-219 より
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地域創生を
実現

【学校・家庭・地域の連携協力推進事業】（4,882百万円）
地域人材の参画による学校の教育活動等の支援など、学校・家庭・地域が協働で教
育支援に取り組む仕組みづくりを推進し、地域力の強化及び地域の活性化を図る。

【コミュニティ・スクール導入等促進事業】（157百万円）
未導入地域への支援の拡充や学校支援等の取組との一体的な推進等により、将来
の地域を担う人材の育成、学校を核とした地域づくりを推進する。

【健全育成のための体験活動推進事業】（107百万円）
農山漁村等における体験活動において、地域人材や地域資源を活用するこ
とにより、異世代間交流や都市農村交流を図り、地域の活性化につなげる。

学校を核とした地域力強化プラン

学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業を展開することで、
まち全体で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、地域コミュニティの活性化を図る。

◆地域の実情に応じて、柔軟に事業を実施することができるよう、関連施策によるプランを創設。
◆学校を核とした地域力強化のための仕組みづくりや地域の活性化に直結する様々な施策等を有機的に組み合わせて推進。

【地域を担う人材育成のためのｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ推進事業】（12百万円）
地元就職につなげるキャリアプランニングを推進する「キャリアプランニング
スーパーバイザー」を配置し、地域を担う人材育成・就労促進により、地域の
活性化につなげる。

【地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業】（1,458百万円）

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力により、土曜日ならではの教
育活動を行う体制を構築し、学校と地域が連携した取組を支援することなどを通じて、
地域の活性化を図る。

【地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業】（13百万円）
学校を核とした地域の魅力を創造する取組として、地域が提案する創意工夫
のある独自で多様な取組を支援することにより、独自の地域の活性化を図る。

（26年度予算額 5,218百万円）

27年度予定額 6,684百万円

学校を核として、人づくり・地域づくりの好循環を創出

超少子化・高齢化の進展

核家族化

共働き世帯、一人親世
帯、独居老人の増加

地域のつながり
の希薄化

地域格差、経済格差の拡大

子供たちを
取り巻く

地域力の衰退

学校を核とした地域
とのつながりの形成

地域資源を生かした子供
たちの豊かな学びの実現

子供たちの地域への愛着、
地域の担い手の増加

人口流出の抑制、
地域コミュニティ活性化

学校を核とした
地域力強化のための
仕組みづくりの推進

キャリ
ア教育

農山漁
村体験

土曜日の
支援体制
構築

コミュニティ・
スクール

学校支援
地域本部

様々な施策の
展開により、
教育の充実、
地域も活性化

◇地域創生には、地域を生かした豊かな学びの創出により、子供たちの地域への愛着を育み、地域の将来を担う子供たちを育成することが重要。

学校を核とした地域力強化・将来を担う子供たちの育成を通じて、地域コミュニティが活性化

地域
提案型
事業

地域連携の基盤づくり

地域の特色ある取組を
柔軟に支援地域力強化プラン

コミュニティ・スクール導入等促進事業

地域とともにある
学校運営

補助率：国 1/3

平成27年度予定額 157百万円（13百万円）

※学校を核とした地域力強化プランの１メニュー。

・学校運営の基本方針の承認（必須）
・学校運営に関する意見（任意）
・教職員の任用に関する意見（任意） のほか、
・学校支援活動等の総合的な企画・調整、学校関係者評価の基本
方針の検討など、学校運営に関する全体的な協議を行う場に

学校運営協議会 学校支援地域本部等

学校と地域、学校と放課後のつなぎ役

活動への
反映

参画

学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体的に推進
することで、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立

学校関係者評価の実施

学校関係者評価

導入の促進

•コミュニティ・スクール導入を目指す
地域における組織や運営体制づくり

•300市区町村

取組の充実

•コミュニティ・スクール導入後におけ
る運営体制づくり（ＣＳディレクター
配置を含む）

•150市区町村

研修の充実

•学校運営協議会委員の研修等への支援

•都道府県・政令市・中核市：110箇所

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等が主体となり、
ＰＴＡや地域人材の参画を得て、
各々の組織・場で取組を実践

学校の支援活動
（学習・部活動等支援、環境整備等）

放課後の支援活動
（放課後子供教室）

家庭教育支援 等

土曜授業・学習支援 等

地域コーディネーター

※1 補助については、都道府県の判断により、間接補助とすることも可能。その場合、都道府県、市区町村が1/3ずつ負担。
※2 CSディレクター：コミュニティ・スクールの運営や学校種間の調整、分野横断的な活動の総合調整など統括的な立場で調整等を行う地域人材。

※2

※1

※別途、教員・事務職員加配措置あり
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〈都道府県〉 推進委員会

〈市 町村〉 運営委員会

○コーディネーター等の配置
○活動内容、安全管理方策、運営方法の検討

○域内の他事業との連携や教育支援活動の在り方の検討
○コーディネーター・教育活動推進員等の研修の実施
○スクールヘルスリーダーによる子供の健康等に関する指導助言 等

近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかに育むためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの役
割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある。

そのため、地域住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校支援地域本部、放課後子供教室、家庭教育支援、地域ぐるみの学
校安全体制の整備、スクールヘルスリーダー派遣などの学校・家庭・地域の連携協力による様々な取組を推進し、社会全体の教育力の向上及び地
域の活性化を図る。特に、学校支援地域本部を活用し、中学生を対象に大学生や教員OBなど地域住民の協力による原則無料の学習支援（地域未
来塾）を新たに実施する。また、女性の活躍推進を阻む「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、新たに策定した放
課後子ども総合プランに基づき、厚生労働省と連携した総合的な放課後対策をより一層充実させる。

・活動拠点(居場所)の確保
・放課後等の学習指導
・自然体験活動支援
・文化活動支援 など

家庭教育支援員の配置
・家庭教育支援チームによる相談や支援
・親への学習機会の提供など

放
課
後
子
供
教
室

家
庭
教
育
支
援

ニーズ把握

取組内容の企画調整

人材等のマッチング

学校

（教職員）

地域の

多様な

人材

家庭

（保護者）

地域コーディネーター

・授業等の学習補助
・部活動指導補助
・学校行事支援
・学校環境整備
・登下校の見守り等

学
校
支
援
地
域
本
部

地域人材等の参画

・スクールガードリーダーによる
学校安全体制の整備等

教
育
活
動
推
進
員
・
学
習
支
援
員

家
庭
教
育
支
援
員

学習が遅れがちなどの中学生を対象とした
原則無料の学習支援を新たに実施
（地域未来塾）

重点
施策

放課後児童クラブとの一体型を中心とする
放課後子ども総合プランの推進

多
数
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

14,000箇所

5,000箇所

1,000箇所

1,800箇所

地域の実情に応じて有機的に組み合わせて実施可能

学校・家庭・地域が連携して地域社会全体で教育支援活動を実施し、地域コミュニティを活性化

重点
施策

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

連携

（厚労省）

2,000箇所

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

学校・家庭・地域の連携協力推進事業 平成２７年度予定額 ４，８８２百万円
（平成２６年度予算額 ３，８１４百万円）

学校支援地域本部 学校

支援内容や方針等についての合意形成（関係者により構成される協議会など）

（地域）コーディネーター

地域住民等

学校支援ボランティア

地域住民や児童生徒の保護者、学生、
社会教育団体、NPO、企業など地域全体で活動に参画・協力

教員

教頭・主幹教諭等、
学校側の窓口

学校支援活動

【活動の例】
○学習支援（地域未来塾）※原則無料
○授業補助
○部活動支援（部活動の指導補助）
○環境整備
（図書室や校庭などの校内環境整備）
○学校行事支援
（会場設営や運営等の補助）
○子供の安全確保
（登下校時の通学路における見守り等）

学校教育活動

支援・協力依頼
（活動の企画、学校・地域との連絡・調整）

参 画

地域で学校を支援する仕組みづくりを促進し、子供たちの学びを支援するだけでなく、地域住民の生涯
学習・自己実現に資するとともに、活動を通じて地域のつながり・絆を強化し、地域の教育力の向上を図る

地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組み（本部）をつくり、様々な学校支援活動を実施
<H26年度実施状況>3,746本部（小学校6,244校 中学校2,814校（全公立小・中学校の30％））

学校支援地域本部
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那覇市

秋田
市

熊本市

宇都宮市

さいたま市

柏市

船橋市

千葉市

川﨑市

横浜市

豊橋市

岐阜市

名古屋市

宮崎市

高知市

倉敷市

西宮市

尼崎市

堺市

大阪市

奈良市

豊中市

京都市

長野市

福岡市

北九州市

札幌市

仙台市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

神戸市

岡山市

広島市

旭川市

函館市

青森市

盛岡
市

郡山市

いわき市

前橋市

高崎市

川越市

横須賀市

富山市

金沢市

岡崎市

豊田市

大津市

高槻市

東大阪市

姫路市

和歌山市

下関市

高松
市

松山
市

久留米市

長崎市

大分市

鹿児島市

福山市

設置なし

１～１９％

２０～３９％

４０～５９％

６０～７９％

８０％～

平成２５年度
『学校支援地域本部』の実施状況

※公立小中学校における実施状況
※「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動
促進事業」を活用。

（全国平均
28％）

放課後子供教室
（文部科学省）

コーディネーター

大学生・企業OB、地域の高齢者、民間教育事業者、
文化・芸術団体等の様々な人材

教育活動推進員
教育活動サポーター

（学習支援や多様なプログラムの実施、安全管理）

放課後児童クラブ
（厚生労働省）

女性の活躍推進のためには、共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を
育成するため、全ての就学児童が放課後を安心・安全に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、
厚生労働省と連携して総合的な放課後対策に取り組むことが必要

『放課後子ども総合プラン』
として、実施（H26.7月策定）

・余裕教室等を提供
・学校敷地内の専用施設を利用
・体育館などの一時利用の促進

多様な
プログラ
ムの提供

取組の企画、担い手確保、全体調整
放課後児童クラブに登録している児童の参加を促進

双方で情報共有 放課後児童クラブ指導員

【共通のプログラム】
○室内での活動
・学習支援（宿題の指導、予習・復習、補充学習等）
・多様な体験プログラム（実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室等）
○校庭・体育館での活動
スポーツ活動（野球、サッカー、一輪車）など

放課後児童クラブに
参加している子供が
放課後子供教室の共通
プログラムに参加

連携
協力

小学校など参画

①全ての子供たちを対象とした学習支援・プログラムの充実
②一体型または連携型の放課後児童クラブ・放課後子供教室
を計画的に整備

平成
２７
年度
施策

平成31年度末までの目標数

現状【H26年度】
12.000か所

【H31年度】
20,000か所
約半数は放課後
児童クラブと一体型

【H27年度】
14,000か所

＜学校区毎の協議会などで取組を促進＞

放課後子供教室
～放課後子ども総合プランの推進～
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設置なし

１～１９％

２０～３９％

４０～５９％

６０～７９％

８０％～

那覇市

秋田
市

熊本市

宇都宮市

さいたま市

柏市

船橋市

千葉市

川崎市

横浜市

豊橋市

岐阜市

名古屋市

宮崎市

高知市

倉敷市

西宮市

尼崎市

堺市

大阪市

奈良市

豊中市

京都市

長野市

福岡市

北九州市

札幌市

仙台市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

神戸市

岡山市

広島市

旭川市

函館市

青森市

盛岡
市

郡山市

いわき市

前橋市

高崎市

川越市

横須賀市

富山市

金沢市

岡崎市

豊田市

大津市

高槻市

東大阪市

姫路市

和歌山市

下関市

高松
市

松山
市

久留米市

長崎市

大分市

鹿児島市

福山市

平成２５年度
『放課後子供教室』の実施状況

※公立小学校における実施状況
※「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動
促進事業」を活用。

（全国平均
51％）

地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業

◆地域の多様な経験や技能を持つ人材をコーディネートし、土曜日ならではの生きたプログラムを実現！

～実践例～

★算数・数学
エンジニアによる
使える算数・数学講座

★理科：
研究者による科学実験教室

★外国語：
在外経験者による英会話

★総合学習
企業等との協働による
キャリア教育・商品開発等

★文化・芸術
文化・芸術活動団体による茶道の作法など伝統文
化の良さを理解してもらうための講座

◆土曜日の教育支援体制の仕組み◆

企業人

農林漁
業者

大学・

研究者

外国人
在外

経験者

土曜教育
コーディネーター

教職員
土曜教育
推進員

教
育
支
援
活
動
の
実
施

す
べ
て
の
子
供
た
ち
の
土
曜
日
の
教
育
支
援
体
制
等
の
構
築

・運営委員会を設置
（学校・経済団体・商工会・PTA・社会教育団体等で構成）

・土曜日の教育活動全体の方針を検討

依頼要望

企画・参画

・体系的・継続的な教育プログラム
の企画

・内容に応じた多様な支援人材の
発掘・依頼

・具体的なプログラムの検討 等

連携

社会を生き抜く力を培う
土曜日ならではのプログラムの実践

※教育課程に位置づけることも可

＜教員とのTTによる数学＞

＜市民講師による英会話＞

※公民館等で教え方を学習

市町村

＜各学校区＞

元スポー
ツ選手

全ての子供たちの土曜日の教育活動を充実するため、地域の多様な経験や技能を持つ人
材・企業等の協力を得て、土曜日に体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する学校・
市町村等の取組を支援することにより、教育支援に取り組む体制を構築し、地域の活性化を
図る （4,850か所→ 12,000か所）(小学校・中学校・高校など)

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

平成27年度予定額 1,458百万円

※平成26年度土曜日の教育活動を実施している学校数：約12,000か所(約4割)

(平成26年度予算額 1,333百万円)
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地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業

子供たちのために地域の特色や資源を生かした取組をしたいけど、一定程度
の予算が必要だし、既存の事業では実現が難しいな…

地域独自のアイデアを、学校だけでなく地域住民や子供たちが一緒になって形にすることで、
学校を中心として地域全体が活性化！！

これまでの事業では実現できなかったような地域提
案による創意工夫ある多様な取組を支援し、学校を
核とした地域の魅力を創造する取組の実現を図る。

予算不足

人手不足

硬直的予算

・・・

柔軟な使い途

アイデアの実現

地域の活性化

・・・

平成27年度予定額
13百万円（新規）

※学校を核とした地域力強化プランの１メニュー。

地域への
愛着・誇り

住み続け
たいまち

まちの
活性化

地域の強
みの発信

魅力ある
学校

地域の
つながり

未来を創る
教育

事業内容 補助事業者

都道府県・市区町村（9市区町村分を補助）

補助率

１／３

提案例③ 民間と連携した公営塾の設立

中山間地域や離島等において、地域の空き施設（空き家や学校の空
き教室）等を利用して公営塾を設立し、地域の教員ＯＢや民間の塾講
師等と連携し、地域全体を巻き込んで子供たちの学力等の向上や
キャリア教育の実践を行う。

学校と民間等が連携した学習のみならず、キャリア教育等も提供す
ることにより、新たな学びの場が地域全体の協働の拠点に。

提案例① 地域独自の学習プログラムの推進

総合的な学習の時間等を活用した地域を題材とした学習プログラム
（例：地域創造学）等を地域住民や専門家等と連携しつつ推進するこ
とにより、子供たちの地域への愛着を高めるとともに、学校を中心とし
て地域全体の教育への当事者意識の醸成を図る。

地域の魅力を再発見するとともに、一層の魅力化を図るための地域
の在り方を考えること等を通じて、受動的な学びから主体的な学びへ。

提案例② 山村等留学の促進

当該地域外からの子供の長期受け入れにより、地域の資源を活用
し、地域全体を教材とした様々な体験活動や地域住民等との協働を
通して、子供たちだけでなく、受け入れる地域側も、活動を企画・立案
等を行うなど、双方向的な成長を図る。

当該地域外からの刺激を取り込み、地域全体が活性化されるだけ
でなく、留学生が当該地域の全国への発信役に。

提案例④ 子供たちの提案するまちおこし策の実現

子供たち自らが自由な発想に基づき、地域活性化に向けた企画・立
案（例：ソーシャルビジネス、祭り、商品開発等）を行い、それらを地域
の大人たちが実際に実現することにより、子供たちの自己有用感等
をはぐくむとともに、地域の担い手としての力を育成する。

子供たちによる地域活性化方策の企画・立案を地域が一体となって
実現し、子供たちを地域の担い手へ。

地域独自の
提案を形に

提案例◎ この他にも、様々な提案の実現が可能！！

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業

協働による教育プロジェクトの実施
（社会的・地域的課題を題材にした発展的学習などの実施）

地域の多様な資源を活かした質の高い課題解決型教育の実現

地域への愛着・誇り
地域・社会に対する責任感

課題を発見し解決できる力の育成
将来への明確な目標設定

評価
・

検証

改善
・

発展

青少年
団体

社会福祉
関係団体

大学等

医療機関

子ども会

社会教育
施設・機能

教育委員会

まちづくり
団体

学校
地域

ボランティア

農協・
商工会等

地域コミュニティの衰退や子供の問題行動等、学校・地域の差し迫った社会的・地域的な課題に対し、
首長部局や関係機関等との協働体制を確立し、課題解決に向けて取り組む新たな学校モデルを構築・発信

首長部局
（首長）

（政策企画、地域・産業振興等）

教育委員会と首長部局との壁を越えて
学校を支援する体制を構築

子供や子供を育む地域の将来像と目標の共有
課題解決に向けた具体的・実践的なプロジェクトの策定

平成27年度予算額（案）
29百万円（新規）

※別途、事務職員加配措置あり
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家庭教育支援員などの地域人材を中心と
したチームの組織化○ 支援活動の企画・運営、

○ 関係機関・団体との連携

等を担う中核的人材を養成

就学時健診や保護者会、参観日など、多くの親が
集まる機会を活用した学習機会、親子参加行事等
の実施

学校等を活動拠点に
支援内容を検討課題について意見交換

中学校内での親子携帯講座

【講座例】

○ 小学校入学時講座

○ 思春期の子どもの心の理解

○ 父親の家庭教育参加促進

○ 携帯電話やインターネットに
関する有害情報対策

身近な地域において、すべての親が安心して家庭教育を行えるよう、地域人材の養成や、家庭教育支援チームの組織化、
学校等との連携により、保護者への学習機会の提供や相談対応等の支援活動を実施するほか、家庭教育支援員の配置
による家庭教育支援体制の強化を図る。

【チーム員構成例】

子育てサポーターリーダー、元教員、民生委員、
児童委員、保健師 等

悩みを抱える保護者、仕事で忙しい保護者など、
様々な家庭の状況に応じて、家庭教育支援チー
ムによる情報提供や相談対応を実施

連携の仕組みづくり 家庭教育を支援する様々な取組を展開地域人材の養成

【支援活動例】

○ 家庭教育支援チームによる情報提供や相談対応

○ 企業訪問による出前講座

○ 空き教室を活用した交流の場づくり

家庭教育支援拠点機能の整備

参

画

【家庭教育支援員例】

PTA経験者、元教員、元保育士、民生委員、児童委員 等

地域の身近な小学校等に家庭教育に関する情報提供や相談対応等を専
任で行う家庭教育支援員を配置し、家庭教育支援体制を強化

○学習機会や親子参加行事の企画

○家庭や地域の状況に応じた支援をコーディ
ネート

家庭教育支援の取組 （「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業」で実施）

―家庭教育は、すべての教育の出発点―

忙しい毎日の中で、子供とのコミュニケーションやしつけに戸惑いや息詰まりなど、一人で悩んだりすることってありませんか？そ
んな時、近くに気軽に相談できる人がいたら・・・
家庭教育支援チームは、そんなご家庭での皆さんの頑張りを共に支え、地域とのつながりづくりや専門機関との橋渡しをお手
伝いします。
文部科学省は、各地で活動する家庭教育支援チームを応援しています。

家庭教育支援チームってなぁに？

身近な地域で、子育てや家庭教育に関する相談にのったり、親子で参加する様々な取組や講座などの学習機会、
地域の情報などを提供したりします。ときには、学校や地域、教育委員会などの行政機関や福祉関係機関と連携
しながら、子育てや家庭教育をサポートします。

どんな人たちがいるの？

チーム員の構成は、各地域によって異なりますが、子育て経験者や
教員OB、PTAなど地域の子育てサポーターリーダーをはじめ、民生
委員、児童委員、保健師や臨床心理士など、様々な地域の人達や
専門家が関わっています。そして、その多くが、共に街で暮らす身近
な住民の方々です。

どんなところで活動しているの？

子供や保護者の方にとって、身近で気軽に相談できる存在となるよう、
地域の学校や公民館などを拠点に活動しています。また、幼稚園や保
育所、子育て支援センター、保健センター、児童館、小・中学校、企業
などからの要望に応じて出向くなど、様々な所とも連携し、支援活動に
取り組んでいます。要望があれば、各家庭へ訪問して相談にのることも
行っています。

家庭と地域・学校をつなぐ

家庭教育支援チーム
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地域人材による家庭教育支援チーム型支援

【構 成 員】
家庭教育サポーター（民生児童委員等）、ボランティアリーダー（主婦）、ＰＴＡ関係者など。
ここでは、単なる子育ての先輩、地域のおせっかい屋さんに変身して活動。

【活動の拠点】
小学校１階の一室。チーム員や読書ボランティア、地域の方などが常駐。
専用のブザーがあり、子どもや保護者、中高生などが気軽に立ち寄れる場所となっている。

【活動内容】
○親子ものづくり教室、料理教室など楽しみながら交流を図る機会の提供
○読み聞かせのコツなどを学ぶ図書ボランティア養成講座
○発達障害や児童虐待対応などをテーマにした学習会の実施
○朝夕の“一声・声がけ”訪問や「だんぼ通信」を届ける活動
○学校や担任の先生と連携して心配な保護者の対応を検討

【効 果】
○親子で共同作業する楽しさや役立つ自分を発見できた。
○みんなが安心してつぶやける場所、みんなの力が発揮できる場所ができた。
○短い訪問時間でも回数を重ねることで、学校に足を運ばなかった保護者が
「だんぼの部屋」や学校行事に来るようになった。また、校内に設置したことで、
子どもの会話から状況理解ができ、学校との信頼関係を築くことができた。
○１小学校区での実施から市内４小学校区に「だんぼの部屋」拡大

◆「だんぼの部屋」～学校のなかに誰でも気軽に立ち寄れる部屋をつくりました～
（新潟県南魚沼市家庭教育支援チーム）

「だんぼの部屋」の様子

家庭教育支援チームの取組事例①

ＳＳＷと家庭教育支援員

支援リーダー
（ＳＳＷ）

家庭教育支援員

地域・各家庭

学校

子ども会

連携

児童相談所

関係機関

連携

定例会ケース会議

助
言

相
談

啓
発 支

援

相
談

情報誌配布 家庭訪問

2

課題を抱える家庭に対する学校と連携した支援の仕組みづくり

【経 緯】
スーパーバイザーの指導のもと、子どもや家庭の支援に経験豊富な元保育所長が、研修を受けてスクール
ソーシャルワーカー（ＳＳＷ）となり、このＳＳＷをリーダーとした家庭教育支援チームを結成。

【構 成 員】
子育てサポーターリーダー、SSW、元教職員、民生児童委員、保育士、
保健師等

【活動内容】
○就学前の幼児、小・中学生をもつ保護者向け情報誌を毎月発行。
町内を３地域に分け、小・中学生の全家庭を訪問し、早期対応。

○保護者や学校からの相談に対して、学校・教育委員会・支援チームなど
でケース会議を行い、効果的な支援方策を検討。

【効 果】
※ＳＳＷや支援チーム員が学校と保護者のパイプ役として大きな役割を果たし、
家庭訪問の際、学校での子どもの様子を保護者にさりげなく伝えることで、
保護者の学校に対する理解が進み、信頼関係も築けるようになってきた。

※学校にとっても、子どもの家庭内での様子を知ることができ、生徒指導上
の課題解決にもつながっている。

◆地域人材からスクールソーシャルワーカーに！
～スクールソーシャルワーカーがリーダーの家庭教育支援チーム～

（和歌山県湯浅町家庭教育支援チーム「とらいあんぐる」）

家庭教育支援チームの取組事例②
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学校評議員制度 学校運営協議会制度 学校支援地域本部

目的

開かれた学校づくりを一層推進し
ていくため、保護者や地域住民等
の意向を反映し、その協力を得る
とともに、学校としての説明責任
を果たす。

保護者や地域の住民が一定の権限
と責任を持って学校運営に参画す
ることにより、そのニーズを迅速
かつ的確に学校運営に反映させ、
よりよい教育の実現に取り組む。

地域住民が、学校の支援を行うも
ので、これにより学校と地域との
連携体制の構築を図り、地域全体
で学校教育を支援する体制づくり
を推進する。

設置 任意設置 任意設置 任意設置

位置付け

校長が、必要に応じて学校運営に
関する保護者や地域の方々の意見
を聞くための制度。個人として意
見を求めるものであるが、実際の
運営上は学校評議員が一堂に会し
て意見を交換し合う機会を設ける
例がみられる。

学校の運営について、教育委員会
の下部組織として、一定範囲で法
的な効果を持つ意思決定を行う合
議制の機関である。

地域住民等のボランティアの集ま
りで任意団体である。

法令上の根
拠

学校教育法施行規則第49条
（平成12年４月１日施行）

学校評議員は設置者の判断によ
り、学校に置くことができる。

地方教育行政の組織及び運営に関
する法律第47条の５
（平成16年９月９日施行）

教育委員会は、教育委員会規則で
定めるところにより、その指定す
る学校の運営に関して協議する機
関として、当該学校ごとに、学校
運営協議会を置くことができるも
のとする。

（法的な措置はない）

資格要件等
当該学校の職員以外の者で、教育
に関する理解及び識見を有するも
の

地域の住民・保護者その他教育委
員会が必要と認める者

【協議会等】
・学校関係者及び地域の代表者
（校長や教職員、コーディネー
ターやボランティア代表、ＰＴＡ
関係者、公民館館長等社会教育関
係者、自治会等地域の関係者等）

【地域コーディネーター】
・学校と地域の実情に精通する者
で、ボランティアの活動の連絡調
整を行う。

【学校支援ボランティア】
・学校支援活動に参加する地域住
民のボランティア

(法的な措置はないため､特に資格
要件等を定めたものはない｡)

(任命) 校長が推薦し、設置者が委嘱
教育委員会が任命（委員の身分
は、非常勤特別職の地方公務員）

主な内容

学校評議員は、校長の求めに応じ
て、学校運営に関する意見を述べ
る。
学校評議員に意見を求める事項
は、校長が判断する。

以下の具体的な権限を有する。
①学校の運営に関する基本的な方
針について承認する。
②学校の運営に関して教育委員会
又は校長に対し、意見を述べるこ
とができる。
③教職員の採用等に関して任命権
者に意見を述べることができ、任
命権者はこれを尊重する。

学校の教育活動の支援
【例】
学習支援、部活動指導、校内の環
境整備、子どもの安全確保、学校
行事等の支援

学校数
全国で32,012校（公立）
（全公立学校の80.2％）
（平成24年3月31日現在）

全国で1,919校
（平成26年４月１日現在）

全国で3,746本部、9,058校
（平成26年度実績）

学校評議員制度・学校運営協議会制度・学校支援地域本部の比較
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１．学校評議員制度の位置付け

学校評議員制度は、校長が、保護者や地域の方々の意見を幅広く聞くた

めの制度であり、学校教育法施行規則第４９条により、小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び幼稚園に置くことができると

されている。（平成１２年４月施行）

（参考）学校教育法施行規則

第四十九条 小学校には、設置者の定めるところにより、学校評議員を置くことがで

きる。

２ 学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。

３ 学校評議員は、当該小学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有する

もののうちから、校長の推薦により、当該小学校の設置者が委嘱する。

（第７９条、第１０４条等により、中学校、高等学校等に準用）

２．期待される効果

学校評議員は、学校や地域の実情に応じて、学校運営に関し、

① 保護者や地域住民等の意向を把握し反映すること

② 保護者や地域住民等の協力を得ること

③ 学校運営の状況等を周知するなど学校としての説明責任を果たしてい

くこと

ができるようにするものである。

また、最近においては、学校関係者評価の評価者に任命するなど、保護

者や地域住民の学校への参画を促すために活用している例も見られる。

３．実施状況
・学校評議員（類似制度を含む）を設置している公立学校の割合

平成１４年８月 ４７．０％
平成１５年７月 ６２．４％
平成１６年７月 ７２．０％
平成１７年７月 ７８．４％
平成１８年８月 ８２．３％
平成２１年３月 ８６．５％
平成２４年３月 ８０．２％ ※

※類似制度は含まない

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を設置している学校の半数（54.8％
※
）が設置に伴い学校

評議員を廃止している。 ※平成23年度委託調査研究（日本大学文理学部）より

学校評議員制度の概要
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（１）調査概要

調査対象 ：全ての都道府県・市町村教育委員会及び全ての国公私立学校
（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校）

調査基準日：平成23年度間（実績値） ※前回調査は平成20年度間（調査項目は一部共通）

（２）ポイント

10.8%
9.0%

80.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

いずれでもない

学校評議員の設置を検討している

学校評議員を設置している

学校評議員の設置状況（平成２４年３月末日現在）

（公立学校）

6.1%
0.0%

2.1%
6.4%
7.1%
7.8%

13.8%
14.9%

19.7%
20.8%

22.2%
34.1%

47.3%
55.9%
56.3%

65.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

（学校法人の評議員）

学校運営協議会委員

PTA役員等以外の保護者

学校支援組織のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

他校の教職員

地元企業・ＮＰＯ関係者

卒業生・同窓生

学校関係者評価委員

元教職員

学識経験者等

社会教育施設・団体関係者

（現役）ＰＴＡ役員

（元）ＰＴＡ役員

社会福祉施設・団体関係者

自治会等関係者

学校評議員の属性（公立学校）

学校評議員の状況について －学校評価実施状況等調査（平成23年度間）より－
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4.6%

42.0%

42.7%

7.2%

0.3%

3.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

会合を年４回

以上開催

会合を年３回開催

会合を年２回開催

会合を年１回開催

個別に意見聴取を行わず、

会合も開催していない

個別に意見聴取を行い、

会合は開催していない

学校評議員からの意見聴取方法及び会合開催回数 （公立学校）

3.1%

33.7%

37.8%

41.0%

46.1%

68.1%

73.9%

78.1%

78.5%

81.4%

82.9%

84.2%

85.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

教職員の採用や任用

研修

キャリア教育

特別支援教育

保健管理

教育環境整備

情報提供

安全管理

教育目標・学校評価

学校運営に関する基本的な方針

保護者、地域住民等との連携

生徒指導

教育課程・学習指導

学校評議員からの意見聴取事項（公立学校）
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学校評議員制度への考え方

7.1 35.1 40.7 13.9 

2.6 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

○学校評議員では保護者・地域の意見を十分に反映できない

そう思う ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない わからない 無回答

68.7 20.5 5.0 3.0 

2.4 

0.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

○学校評議員と学校運営協議会を併置する必要はない

そう思う ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない わからない 無回答

17.4 37.4 29.3 8.4 7.0 
0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

○学校評議員制度は形骸化している

そう思う ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない わからない 無回答

【出典】平成25年度文部科学省委託調査研究
＜調査対象＞計1,201校

・コミュニティ・スクール（CS）実践研究の指定を受けた学校のうちCS指定校(校長) 434校(人) ※1
・上記のうちCS未指定校(校長) 135校(人)
・※1に該当しないコミュニティ・スクール(平成22年度～25年度)(校長) 632校(人)

＜調査実施時期＞平成25年10月～11月
＜調査方法＞郵送法(校長宛の郵送による発送と回収)
＜回収数＞760票（回収率 63.3％）

89.2％

54.8％

42.2％
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